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本市の公共施設は、その多くが整備後 30 年を経過し、老朽化が進んでおり、近い将来、

大規模修繕や建替え等の更新時期を一斉に迎えると見込まれています。 

このため、長期的な視点での公共施設等の更新、複合化・集約化、長寿命化等を効率的

かつ計画的に行うことにより安全・安心な施設の提供、住民サービスの維持・向上、将来

の財政負担を軽減、平準化することを目的として 2017 年（平成 29 年）３月に喜多方市

公共施設等総合管理計画(以下「総合管理計画」という。)を策定しました。 

喜多方市公共施設等総合管理計画個別施設計画(以下「本計画」という。)は、総合管理計

画の目標や方針を実現するために、施設類型ごとに具体的な方針を示すものです。 

本計画は、最上位計画である喜多方市総合計画の公共施設の適正配置と整備の実現に向

けた総合管理計画を推進・実行するための計画であり、国のインフラ長寿命化基本計画な

どにおいて、地方公共団体が策定する公共施設等総合管理計画に基づき定める「個別施設

計画」に位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-１ 計画の位置づけ  
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総合管理計画においては、計画期間を 2017 年度（平成 29 年度）から 2046 年度（令

和 28 年度）までの 30 年間としています。 

本計画では、総合管理計画に沿って 2020 年度（令和 2 年度）から 2029 年度（令和

11 年度）までをⅠ期とし、2030 年度（令和 12 年度）から 2039 年度（令和 21 年度）

までをⅡ期、2040 年度（令和 22 年度）から 2046 年度（令和 28 年度）をⅢ期に分け

て、期別ごとに具体的な整備計画を見直していきます。 

なお、本市を取り巻く環境や社会情勢の変化、財政状況等計画と大きな隔たりが生じた

場合など、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-２ 計画の期間 

本計画で対象とする公共施設の対象施設は、原則として総合管理計画で対象とした全公

共施設とし、530 施設 964 棟となります。 

なお、公園、道路、橋りょう及び上下水道施設などのインフラ施設は対象外とし、必要

に応じて個別に計画を定めるものとします。 
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本市が保有する公共施設は、530 施設 964 棟です。 

延床面積の合計で見ると、学校が最も多く全体の 34％、次いで市営住宅が 18％を占め

ており、合わせて全体の 50％以上を占めています。 

表 2-1 公共施設の保有状況 

用途分類 施設数 棟数 延床面積（㎡） 

集会施設 91 106 28,007.30 

文化施設 2 5 7,497.69 

社会教育施設 14 20 9,044.68 

スポーツ施設 18 29 20,446.73 

観光施設 17 44 12,319.16 

学校 28 125 102,665.13 

子育て施設 26 50 12,703.08 

福祉施設 7 21 12,318.41 

保健医療施設 4 5 2,751.20 

庁舎 6 24 14,444.25 

防災施設 193 197 4,514.71 

市営住宅 20 196 53,920.45 

その他施設 80 103 19,833.44 

公園（便所等の建物） 24 39 2,593.13 

合計 530 964 303,059.36 

 

 

図 2-１ 用途分類別延床面積  
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本計画の対象施設のうち、延床面積の約 60％超に相当する建物が整備されてから 30 年

以上経過しています。 

内訳をみると、学校が全体の約 39％と多く、次いで市営住宅が約 15％、集会施設が約

11％と多くなっています。 

 

図 2-２ 公共施設の建築年別の整備状況（延床面積ベース） 

 

 

図 2-３ 建築後 30 年以上経過した建物の内訳（延床面積ベース） 
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本計画を策定するにあたり、市民を対象としたアンケート調査を行い、公共施設に対す

る意向を把握しました。 

調査目的 施設用途ごとの施設管理の方向性を検討する際の参考資料を得る。 

調査対象 市内在住の 20 歳以上の市民から 2,500 人を無作為抽出（居住地域の偏在を考慮） 

調査方法 郵送による配布･回収 

調査期間 平成 30 年 11 月上旬～11 月 30 日（金） 

回収結果 回収数：1,003 通   回収率： 1,003／2,500＝ 40.1％ 

問 今後、公共施設の維持更新に必要な財源の不足が見込まれますが、その対応につい

てあなたの考えに近いものを２つまで選んでください。 

財源不足の対応としては、「統

廃合や廃止」という意見が最も

多いです。 

 

 

 

 

 

問 将来の人口減少を踏まえ、やむを得ず、公共施設の廃止や統合を行うとしたら、ど

のような施設から見直すべきと思われますか。あなたの考えに近いものを２つまで

選んでください。 

廃止や統合を行う場合、｢利用

者が少ない施設｣から見直すべき

という意見が最も多く、次いで

｢老朽化した施設｣、｢ニーズに合

わない施設｣、｢用途が重複した

施設｣となっています。 
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問 今後の管理のあり方について、施設分類ごとにあなたの考えに最も近いものを 1 つ

選んで◯印をつけて下さい。 

回答の傾向から、施設分類ごとに以下のような市民の意向がうかがえます。 

 集会施設・文化施設、社会教育施設は「複合化・集約化」「廃止」の割合が高く、

利用者数や施設ニーズの少ない施設の廃止や、複合化・集約化による利便性の向上

や提供サービスの充実などが望まれていることがうかがえます。 

 スポーツ施設は、これまでどおり存続することが望まれていますが、他施設と比較

して「広域化」の割合が比較的高く、従来の利用圏域を超えた広域での共同利用が

望まれていることがうかがえます。 

 観光施設は、これまでどおり存続することが望まれていますが、他施設と比較して

「民間活力導入」の割合が比較的高く、PPP/PFI など民間の資金と経営能力・技

術力を活用することが望まれていることがうかがえます。 

 福祉施設・保健医療施設は、これまでどおり存続することが望まれていますが、他

施設と比較して「整備充実」の割合が比較的高く、施設数や施設機能の充実が望ま

れていることがうかがえます。 

 庁舎は、「存続・維持」の割合が高く、これまでどおり存続することが望まれてい

ることがうかがえます。 
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本計画では、総合管理計画で定めた方針に従い、公共施設を質と量の両面でとらえ、最

適化に取り組むことで、良質なサービスの提供と持続可能なまちづくりの実現の両立を目

指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 築年数の経過に伴う老朽化 

 一部施設の耐震化の遅れ 

 合併に伴う施設機能の重複 

など 

現在の公共施設 

 安心･安全の確保 

 利便性や利用価値の高い施設 

 良質なサービスの提供 

 施設総量の最適化 

 維持管理コストの縮減 

将来の公共施設 

 

 

 計画的な保全による 

長寿命化 

 余剰･重複施設の見直し 

 民間活力の導入 等 

個別施設計画に基づく 

公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実践 

【参考】施設総量の最適化の取り組みの一例（複合化）  

ひとづくり･交流拠点複合施設整備事業 

本市では、市街地に所在する旧福島県立喜多方病院跡地を利活用し、「ひとづくり・交

流拠点複合施設」を整備することとしています。広域圏全体を見据えた定住人口減少の抑

制を図るため、屋内子ども遊び場、子育て交流・支援施設、看護・介護・福祉人材養成施

設、図書館、交流創出・活動支援施設を整備する予定です。 
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本市では、昭和 40 年代中頃から昭和 50 年代後半にかけて整備された多くの施設にお

いて大規模修繕や建替えの時期が集中します。そのため、従来の大規模修繕や建替えを中

心とした老朽化対策では対応できない施設が大幅に増加する恐れがあります。 

厳しい財政状況の中、施設整備コストの削減や平準化を図るため、構造躯体が健全で長

期間利用可能な施設は長寿命化を行います。また、長寿命化を行う場合は、建物の機能を

適切な水準まで向上させ、長期間にわたり快適に建物を使用できるように配慮します。 

耐震性など、構造躯体が長期間の利用に適さない場合は、施設の状態に応じて建替えを

行うものとします。 

 

図 3-１ 事後保全型と予防保全型の改修・改築（建替え）イメージ 

  参考：「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き」より作成 
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これまでの事後保全型の維持管理では、修繕時期が集中すると老朽化対策や施設水準の

維持に対応できず、計画的な長寿命化が困難となる恐れがあります。建物の水準を適切に

維持し、長期間使用するため、予防保全型の維持管理への転換を推進します。 

そのため、適切な点検・調査等によって老朽化の状況を継続的に把握し、適切な予防保

全の改修が行われるように努めます。 

本市の公共施設の多くが、整備後 30 年を経過し、老朽化が進んでおり、今後、同時期

に改修や建替えが集中することが懸念されます。各建物の老朽化の状況を勘案しつつ、改

修・建替え時期の調整を行い、財政負担の平準化を行います。 
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長寿命化の対象とする建物は、以下の考え方に即して選定します。 

 既に長寿命化計画を策定・運用している市営住宅と、文化財等に指定され他の公共

施設とは維持管理の水準や考え方が異なる歴史的建造物は別扱いとします。 

 小規模（概ね 200 ㎡未満）で計画的な施設管理の主旨に適さない建物（倉庫､車庫､

駐輪場､屋外トイレ等）、譲渡や取壊しの可能性があり今後の維持・保有の継続を前

提としない建物を「その他施設」と位置づけ、長寿命化の対象から除きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-２ 長寿命化施設の選定フロー 
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建築物の使用期間を明確にしないまま長寿命化を図ることは、修繕・更新時期、使用部

材及び適用工法の選択を的確に見極められず、ライフサイクルコストを増大させるおそれ

があります。そのため、本計画で対象とする施設は、建築物の目標使用年数を定め、計画

的に保全を実施していきます。 

目標使用年数は、長寿命化を図る施設（長寿命化施設）とそれ以外の施設（その他施設）

とに分けて設定します。 

本計画では、「建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会）」が示す施設使用の限

界年数の考え方を参考に、目標使用年数を設定します。 

 

表 3-1 目標使用年数 

施設区分 目標使用年数 

長寿命化施設 80 年※１ 

その他施設 60 年※１ 

 （参考）市営住宅 Ü※２ 

 （参考）歴史的建造物 Ü※３ 

※１ 軽量鉄骨造のみ、長寿命化施設 50 年、その他施設 40 年とします。 

※２ 市営住宅は、別途定めている長寿命化計画に基づき設定します。 

※３ 歴史的建造物は、目標使用年数を設定せずに保存・活用していきます。 

 

 

【参考】目標耐用年数と目標使用年数 

建築物は、多くの部位・部材で構成され、その耐用年数は個別に異なりますが、その中

では構造躯体の耐用年数が最も長いため、これを建築物の目標使用年数と位置づけます。 

目標使用年数は、鉄筋コンクリート造建築物に関する材料の耐久設計強度等から導かれ

る限界期間を施設使用の限界年数と位置づけ、長寿命化を図る施設は上限値の 80 年、そ

れ以外の施設は代表値の 60 年とします。 

 

表 3-2 建築物全体の望ましい目標耐用年数 

  

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

造（SRC） 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造

（RC） 

鉄骨造（S） 

ブロック造 

れんが造 
木造（Ｗ） 

重量鉄骨造 軽量鉄骨造 

代表値 60 年 60 年 40 年 60 年 60 年 

範囲 50～80 年 50～80 年 30～50 年 50～80 年 50～80 年 

出典：建築物の耐久計画に関する考え方((社)日本建築学会) 
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目標使用年数を 80 年とする長寿命化施設は、下表のとおり改修周期を 20 年とし、大

規模修繕と長寿命化改修を 20 年ごとに繰り返すことで機能の陳腐化を防ぎ、安全性や利

便性を維持します。 

その他施設は、定期的な改修や修繕を想定せず、譲渡や取壊し等の予定のある建物を除

き、目標使用年数 60 年を迎えた時点で建替え（更新）をする想定とします。 

表 3-3 改修周期 

施設区分 築後 20 年 築後 40 年 築後 60 年 築後 80 年 

長寿命化施設 大規模修繕 長寿命化改修 大規模修繕 建替え 

その他施設 － － 建替え  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-３ 大規模修繕・長寿命化改修の考え方 

改修区分 改修内容 

大規模修繕 
 主要な部位・設備（屋根・屋上防水、電気設備、機械設備）の更新 

 その他の部位の更新または修繕 

長寿命化改修 
 全ての予防保全対象部位の更新 

 躯体の長寿命化対策の検討（中性化対策等） 

建替え 

 建物の目標使用年数を超過し、建物をこれ以上維持存続することが

困難になった時点で、総合的な判断により建替えを行う。 

 建替えの際は、市の情勢等により規模、複合化等を検討 

長寿命化改修 大規模修繕 建替え 大規模修繕 
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具体的な施設の方向性は、施設所管課へのヒアリング結果や簡易劣化度診断結果などを

もとに、各施設のサービス提供の必要性、施設の必要性、そして施設（建物）の劣化状況

などを勘案し、以下のようなフローに従って分類します。 

① 現状維持 .............. 建物を改修・更新しながら維持する。 

② 譲渡 ........................ 建物を民間へ譲渡する。改修・更新は実施しない。 

③ 複合化 ................... 複数の用途・機能の施設を合わせて一つの建物内に再整備する。 

④ 取壊し ................... 建物を取り壊す。 

⑤ その他 ................... 上記以外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-４ 個別施設の方向性の考え方 

  

取壊し等を検討 

用途転用･貸付･ 

譲渡等を検討 

複合(集約)化･建替

え･改修等を検討 

複合(集約)化･転用 

を検討 

現状維持 

サービス提供の 

必要性 

施設(建物)の 

必要性 

《サービスの代替性》 

《施設の代替性》 

施設(建物)の状態 

施設(建物)の状態 

余剰空間の有無 

利用可能施設の

調査･必要な施

設機能等の調査 

余剰空間の 

活用可能性の 

調査 

必要性が低い 

（行政以外でも提供可） 

必要性なし 

必要性あり 

必要性あり 

劣化度 大 

劣化度 小 

あり 

なし 
可能性なし 

劣化度 大 

劣化度 小 

可能性あり 
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建築年や大規模修繕の実施年を基準に設定した更新周期で改修工事の実施年を決めてい

くと、同一年度に改修工事が過度に集中する場合が想定されます。限られた財源の中で工

事を実施していくため、建物ごとに優先順位を付け、本当に改修が必要と判断される建物

の実施時期を前倒ししたり、必要性が比較的低い建物を後ろ倒しするなどし、財政負担の

平準化を図る必要があります。 

経年で進行する劣化に対し、築年数が古い建築物は常に改修等を優先的に検討すべきで

すが、これまで適切な時期に改修が行われず、既に大規模修繕の時期に到達している施設

もあるため、築年数だけではなく、建物の劣化度や施設の重要度を含め、総合的に優先度

を決定します。 

対策の優先順位を検討する際の参考とする保全優先度は、築年数を基にした老朽化度、

簡易劣化診断等から得られる建物劣化度、施設重要度の３つの指標を用いた以下の算出式

から求めます。 

保全優先度 ＝（ a:老朽化度 ＋ b:建物劣化度 ）× c:施設重要度 

 老朽化度 

 老朽化度 ＝ 経過年数 ／ 法定耐用年数 × 100 

※経過年数が耐用年数を超えている建物は、老朽化度を 100％とします。 

 建物劣化度 

建物劣化度は、簡易劣化度診断で得た部位ごとの診断結果を点数化し、部位ごとの

コスト配分率で加重平均し算出します。 

 建物劣化度 ＝ 100 － Σ（部位ごとの評価点 × コスト配分率）／60 

表 3-4 部位ごとの診断結果と評価点 

 部位ごとの診断結果 評価点 

劣化度 低 

 

 

 

 

劣化度 高 

◎：概ね良好（特に修繕上問題となる事項なし） 100 

○：部分的に劣化（安全上・機能上、問題なし） 75 

△：広範囲に劣化（安全上・機能上、不具合発生の兆し） 40 

×：早急に対応が必要（安全上・機能上の問題あり、躯体

の耐久性に影響あり、施設運営に支障あり） 

10 

表 3-5 コスト配分率 

部位 コスト配分率 

屋根・屋上 5.1 

外壁 17.2 

内部仕上げ 22.4 

電気設備 8.0 

機械設備 7.3 

計 60 
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 施設重要度 

避難所に指定されている施設は、非常時の役割を適切に果たせるよう計画的に保全

を実施する必要があります。 

そのため、避難所について、下表のとおり重要度係数を設定します。 

表 3-6 施設重要度（割増率） 

非常時の 

位置づけ 

指定緊急避難場所と指

定避難所もしくは福祉

避難所に指定 

指定緊急避難場所、指

定避難所、福祉避難所

の何れかに指定 

いずれにも指定されて

いない 

割増率 105％ 103％ 100％ 

 

実施にあたっては、Ⅰ～Ⅲ期の期別ごとに各建物の保全優先度を算出して対策の優先順

位を決め、投資的経費の制約などを踏まえて各年のコストの平準化を図り、実施計画を立

案します。 
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第３章で示す方針に従い、対象施設の今後の方向性を整理しました。 

用途分類ごとに、以下に示す項目を整理しています。 
 

 

 

整理項目 整理内容 

（１）施設の配置  対象施設の所在地や所管課を示すとともに、市内の配置状況を図示して

います。 

（２）主な施設の 

現況と課題 

 対象施設の構造的概要、老朽化や劣化、耐震性の状況を整理し、これら

を踏まえた施設の全体的な課題を整理しています。 

 老朽化度：経過年数／法定耐用年数 × 100 

 劣化度判定：Ａ判定（建物劣化度 25 点未満）、Ｂ判定（同 25 点以

上 60 点未満）、Ｃ判定（同 60 点以上） 

 耐震基準適否：○（新耐震基準に適合）、×（新耐震基準に不適合）、

－（不明） 

（３）今後の施設の 

あり方（方針） 

 今後の個別施設のあり方について方針を掲げています。 

（４）個別施設の 

方向性 

 各施設について以下の事項を整理しています。 

 施設区分（長寿命化施設、その他施設 等） 

 目標使用年数を迎える時期：目標使用年数を迎える時期を計画期間

の期別で示しています。（Ⅰ～Ⅲ期もしくは次期計画※） 
 ※：2047 年度（令和 29 年度）以降の総合管理計画で検討 

 施設の方向性：現時点での当面の施設の方向性を示しています。 

（現状維持、譲渡、複合化、取壊し等） 

 取組方針：施設の方向性の考え方と今後の取組などを示しています。 
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1．集会施設（91 施設）  ................................................................................... 18 

2．文化施設（2 施設）  ...................................................................................... 28 

3．社会教育施設（14 施設）  ......................................................................... 30 

4．スポーツ施設（18 施設）  ......................................................................... 33 

5．観光施設（17 施設）  ................................................................................... 36 

6．学校（28 施設）  ............................................................................................ 39 

7．子育て施設（26 施設）  .............................................................................. 47 

8．福祉施設（7 施設）  ...................................................................................... 53 

9．保健医療施設（4 施設）  ............................................................................ 55 

10．庁舎（6 施設）  ................................................................................................ 57 

11．防災施設（193 施設）  ............................................................................... 59 

12．市営住宅（20 施設）  ................................................................................... 72 

13．その他施設（80 施設）  .............................................................................. 80 

14．公園（便所等の建物）（24 施設）  ........................................................ 89 
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1. 集会施設 

＜公民館＞ 
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 ＜貸館＞ 
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＜地区集会所＞ 
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公民館の半数以上は建築から 30 年以上経過し老朽化が進行しているとともに、耐震基

準を満たしていない建物も 3 分の 1 ほどあります。耐震改修を含め計画的に改修を行って

いくことが必要です。 

貸館施設は、利用率が低い施設も多いため、利用実態を踏まえ、団体等への譲渡や廃止

の検討が必要です。 

地区集会所については、行政区への譲渡に向けて引き続き協議が必要です。 
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＜公民館＞ 

 

＜貸館＞ 

 
＜地区集会所＞ 
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 公民館等の大規模施設は、計画的な修繕等により施設機能を確保します。 

 耐震基準を満たしていない公民館等の大規模施設の安全を確保します。 

 貸館施設のうち利用の少ない施設については、集約化・廃止を検討します。 

 地区集会所等の施設利用者が限定した施設は、地域への譲与を推進します。 
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＜公民館＞ 
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＜貸館＞ 
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＜地区集会所＞ 
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2. 文化施設 

 

 

喜多方プラザは、平成 20 年度から平成 24 年度にかけて大規模改修を実施しています

が、建築から 37 年経過しているため、今後も計画的な修繕や改修の検討が必要です。 

厚生会館は、建築から 57 年が経過しており、老朽化や施設の劣化が進行しているとと

もに、旧耐震基準の建物のため、他の施設との複合化などの検討が必要です。 
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 計画的な設備の更新、修繕等による施設機能を確保します。 

 旧耐震基準の施設は、他の施設との複合化･集約化による整備を検討します。 
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3. 社会教育施設 
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美術館は、建築から 25 年経過しており、老朽化が進行しているため今後の計画的な修

繕の検討が必要です。 

また、図書館、各資料館等も老朽化が進行しているため、複合化・集約化の検討及び利

用の少ない施設については廃止を含めた検討が必要です。 

 

 利便性やサービスの向上を目的とした他の施設との複合化･集約化を検討します。 

 利用見込みのない施設廃止を検討します。 

 利活用の見直しによる施設機能重複を解消します。 

 効果的な施設管理、運営方法を検討します。 
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4. スポーツ施設 
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スポーツ施設は、30 年以上経過している建物が多く、耐震基準を満たしていない建物も

あります。今後も利用していく施設については、施設利用の安全･安心の確保のため、老朽

化対策や耐震改修などについて検討が必要です。 

また、スポーツ施設の多くは広く市全体、もしくは近隣自治体を含めて利用者が見込め

るため、施設機能の重複について、解消に向けた検討が必要です。 

 

 共同利用、相互利用を含めた利活用の見直しによる施設機能重複を解消します。 

 計画的な修繕等による施設機能を確保します。 

 耐震基準を満たしていない施設の安全を確保します。 

 利用見込みのない施設については廃止を検討します。 
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5. 観光施設 
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観光施設は、利用状況を踏まえた施設機能重複の解消、利用向上に向けた整備・運営の

効率化が必要です。 

また、県の指定文化財に指定されているなどの歴史的建造物については、観光資源とし

ての価値や歴史･文化的価値を考慮した整備水準や整備手法を別途検討し、適切に保全して

いくことが必要です。 

 

 利活用の見直しによる施設機能重複を解消します。 

 民間活力の導入による施設の整備･運営を効率化します。 

 計画的な修繕等による施設機能を確保します。 
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6. 学校 

 ＜小学校＞ 
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 ＜中学校＞ 
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 ＜共同調理場・給食センター＞ 
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今後も使い続けていく学校施設については、計画的に修繕や改修を行い、長寿命化を図

ることが必要です。 

 

 ＜小学校＞ 

 
 ＜中学校＞ 

 
 ＜共同調理場・給食センター＞ 

 

 適正規模適正配置に合せた学校施設の整備を検討します。 

 計画的な修繕等による施設機能を確保します。 
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 ＜小学校＞ 
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45 

 

 ＜中学校＞ 
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 ＜共同調理場・給食センター＞ 
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7. 子育て施設 

 ＜こども園＞ 
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 ＜児童館･児童クラブ館＞ 
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 ＜休止施設＞ 

 

 

子育て施設の半数以上は、建築から 30 年以上経過し、老朽化が進行しているため、計

画的に改修を行っていくことが必要です。 

また、利用見込みのない施設については、廃止の検討が必要です。 

 ＜こども園＞ 
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 ＜児童館･児童クラブ館＞ 

 

 ＜休止施設＞ 

 

 計画的な修繕等による施設機能を確保します。 

 利用見込みのない施設については廃止を検討します。 
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 ＜こども園＞ 

 
  



 

 

52 

 

 ＜児童館･児童クラブ館＞ 

 

 ＜休止施設＞ 
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8. 福祉施設 

 

 

福祉施設は、30 年以上経過している建物が多く、旧耐震基準の建物もあります。今後も

利用する施設については、計画的な修繕や改修の検討が必要です。 
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 計画的な修繕等による施設機能を確保します。 
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9. 保健医療施設 

 

 

利用者が多く必要性の高い施設であり、施設機能を維持するため計画的に修繕や改修を

検討することが必要です。 
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 計画的な修繕等による施設機能を確保します。 
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10. 庁舎 

 

 

庁舎は行政サービスの拠点であり、利用者の安全・安心のため、計画的な修繕等の検討

が必要です。 

また、災害時には防災拠点となる施設が多いため、耐震基準を満たしていない一部の施

設については、耐震改修を含む今後の対応の検討が必要です。 
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 行政サービス・防災の拠点施設としての機能を確保します。 

 市民の利便性と行政の効率性向上に向けた検討をします。 
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11. 防災施設 
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適正配置を進めるとともに、適切な管理を継続し、施設機能の維持を図ることが必要で

す。 
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65 
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 施設の適正配置を推進します。 

 計画的な修繕等による施設機能を確保します。 

 

 

 



 

 

67 
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12. 市営住宅 
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公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的な修繕や改修･更新を検討することが必要です。

老朽化が著しい公営住宅については、廃止を含めた検討が必要です。 

 

 公営住宅等長寿命化計画に基づく計画的な修繕等を実施します。 

 老朽化が著しい公営住宅については、改修、用途廃止を検討します。 
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13. その他施設 

 ＜行政財産＞ 
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 ＜普通財産＞ 
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行政財産の建物の多くは、倉庫や車庫、公衆便所など、比較的小規模な建物のため、適

切な管理を継続し、施設機能の維持を図ることが必要です。 

普通財産の建物については、建物の老朽化状況などを踏まえ、譲渡や貸付等の有効利用、

あるいは廃止などの検討が必要です。 

 

 ＜行政財産＞ 
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 ＜普通財産＞ 

 

 未利用施設の貸付、譲渡等有効利用を検討します。 

 利用見込みのない施設や老朽化が著しい施設の取壊し等財産処分を検討します。 
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 ＜行政財産＞ 
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 ＜普通財産＞ 
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14. 公園（便所等の建物） 
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公衆便所や管理棟などの小規模な建物であり、適切な管理を継続し、施設機能の維持及

び公園利用者の安全・安心の確保を図ることが必要です。 

 

 公園施設長寿命化計画に基づく計画的な修繕等を実施します。 

 安全確保のため、施設のほか樹木や草花等園内維持管理を推進します。 

 市民との協働による維持管理を推進します。 
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第４章で整理した個別施設の方向性を踏まえた、計画期間におけるコストを以下に示し

ます。 

このコストは、一定条件に基づく推計値であり、今後の予算に直接結びつくものではあ

りませんが、国庫補助金等や有利な地方債を活用するなどし、市の財政負担の軽減に努め

ていくものとします。 

表 5-1 計画期間のコストの見通し 

単位：百万円 

実施事項 第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 計画期間 計 

大規模修繕・長寿命化改修 10,060 18,379 4,529 32,967 

建替え（更新） 4,606 9,691 4,398 18,694 

取壊し 366 191 84 640 

合計 15,031 28,260 9,010 52,301 

単年度平均 1,503 2,826 1,087 1,937 

単価の出典 ①庁舎､学校等「平成 31 年版建築物のライフサイクルコスト（第 2 版）」 

  （令和元年 5 月 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 ②小規模施設(倉庫､車庫等)「令和二年度新営予算単価」（令和元年 5 月 国土交通省） 

 

図 5-１期別のコスト見通し 

 

なお、実施にあたっては、p14 に示す対策の優先順位の考え方に基づき、年度内の事業

量や予算の調整などを踏まえて平準化を図っていくものとします。 
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本計画で掲げる施設の方向性に基づいて譲渡や解体等により施設保有総量を削減し、今

後も維持していく施設を予防保全による長寿命化を図った場合と、従来のように長寿命化

対策をせず建替え中心で更新した場合の、計画期間におけるコスト比較を行いました。 

算出した結果を下表に示します。 

本計画で掲げる各施設の方向性を目指すことで、計画期間の 27 年間において約 38％、

約 320 億円のコスト削減に繋がると推測されます。 

 

表 5-2 個別施設計画に基づく取組実施による効果 

 計画策定なし 

① （百万円） 

計画に基づく取組 

② （百万円） 

コスト削減効果 

①-② （百万円） 

削減割合 

(①－②）/① (％) 

大規模修繕(改修） 25,719 
32,967 -7,248 -28% 

長寿命化改修  

建替え（更新） 58,605 18,694 39,911 68% 

取壊し  640 -640 - 

合計 84,324 52,301 32,023 38% 

単価の出典 ①庁舎､学校等「平成 31 年版建築物のライフサイクルコスト（第 2 版）」 

  （令和元年 5 月 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 ②小規模施設(倉庫､車庫等)「令和二年度新営予算単価」（令和元年 5 月 国土交通省） 

 

図 5-２ 個別施設計画に基づく取組実施による効果 

 

※「計画策定なし」のライフサイクルコストの算出は、以下の条件で行いました。 

 算出対象とする施設は、「計画に基づく取組」と同様、本計画の対象施設全てとす

る。 

 譲渡や取壊し、集約化･複合化等の対策は考慮せず、全施設を建築後 30 年で大規

模修繕、60 年で現在と同面積で建替えすると仮定する。（軽量鉄骨造のみ、建築

後 20 年で大規模修繕、40 年で現在と同面積で建替え） 

 単価（大規模修繕、建替え）は、「計画に基づく取組」と同様、本計画の算出で用

いた単価とする。 
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今後、本計画で定める個別施設の方向性を踏まえて期別ごとに施設所管課において実施

計画を定め、個別施設ごとに計画的な整備や更新を進めていきます。 

整備や更新等の実施にあたっては、対象施設に関連する市民・施設利用者・関係団体等

との協議を行い、十分な調整と合意形成を図りながら進めます。 

ＰＤＣＡサイクルにより継続的に進行管理を行い、喜多方市公共施設等総合管理推進本

部において計画の見直しを行いながら、公共施設の総合的かつ計画的なマネジメントを行

っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-１ 計画の進行管理（PDCA サイクル） 

今後、公共施設の修繕・更新に関する実施計画を進めるにあたっての実施上の留意事項 

や方策等を示します。 

建物の修繕や更新にあたっては、国庫補助事業等の活用や有利な地方債の活用など、財

政負担の軽減を図りながら計画を推進していきます。 

「喜多方市公共施設等総合管理推進本部」を中心に施設所管課と連携を図りながら、公

共施設の適切な修繕･更新を行っていきます。  

【Action（見直し）】 

 実績評価･分析を踏まえ､必要に

応じて個別施設計画を見直し 

【Plan（計画）】 

 個別施設計画の策定･見直し 

 実施計画の立案･見直し 

【Check（点検･評価）】 

 目標に対する実績評価･分析 

 課題の抽出 

【Do（実行）】 

 個別施設計画に基づく取組（修

繕､更新等）の実施 
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巻末資料 用語解説 

 
【あ行】 

■維持管理 

建物や設備の性能や機能を良好な状態に保つほか、社会・経済的に必要とされる性能・

機能を維持し続けるため、建物や設備の点検・診断を行い、必要に応じて建物の改修や

設備の更新を行うこと。 

■インフラ 

「インフラストラクチャー」の略語。道路や橋りょう、上下水道、電力、通信設備な

ど生活や産業の基盤となる施設の総称を指す。 

【か行】 

■簡易劣化度診断 

建築物の部位・設備ごとにその劣化状況を調査・診断すること。診断結果を点数化し

て劣化度を判定している。 

■更新 

既存の建物や設備を新しく改めること。建物の場合は、「改築」と同義。 

■構造躯体 

柱、梁等の建築物を支える骨組みのこと。 

【さ行】 

■財政負担の平準化 

公共施設の更新に伴う財政負担が一定の時期に集中しないように、長寿命化を実施す

るとともに施設の保全優先順位を明確にすることで時期を分散させ、年度間の財政負担

の平準化を図ること。 

■事後保全 

老朽化による不具合が生じた後に修繕等を行う、事後的な保全のこと。対義語は予防

保全。 

■修繕 

経年劣化した建物の部分を、既存のものと概ね同じ位置に概ね同じ材料、形状、寸法

のものを用いて原状回復を図ること。 

■集約化 

既存の同種又は類似の公共施設を統合し、一体の施設として整備すること。 

【た行】 

■大規模修繕 

日常的に行われている修繕工事とは別に、十年から数十年に一度施設全体に対して修

繕工事を行うこと。外壁の修繕や設備機器の更新等を行い、建築物の劣化や機能の陳腐

化を防止する。 
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■耐震基準 

地震に対し建物等の構造物が備えるべき最低限度の強度を示す基準のこと。建築基準

法において定義された耐震基準は昭和５６年 6 月 1 日の改正を境として、旧耐震基準と

新耐震基準に大別される。 

■長寿命化 

建物を将来にわたって長く使い続けるため、耐用年数を延ばすこと。 

■長寿命化改修 

長寿命化を行うために、物理的な不具合を直し耐久性を高めることに加え、機能や性

能を求められる水準まで引き上げる改修を行うこと。 

■投資的経費 

公共施設の整備費用など、その支出効果が資本形成に向けられるものを指す。地方自

治体の予算科目では、普通建設事業・災害復旧事業・失業対策事業を指す。 

【は行】 

■複合化 

複数の用途・機能の施設を合わせて一つの建築物内に再整備すること。 

■保全 

建物や設備が完成してから取り壊すまでの間、その性能や機能を良好な状態に保つほ

か、社会・経済的に必要とされる性能・機能を確保するため、点検・診断，改修等を行

うこと。 

【や行】 

■予防保全 

損傷が軽微である早期段階から、機能・性能の保持・回復を図るために修繕等を行う、

予防的な保全のこと。なお、あらかじめ周期を決めて計画的に修繕等を行う保全のこと

を「計画保全」という。 

【ら行】 

■ライフサイクルコスト 

建築物の設計から建設､運営､維持管理､解体に至るまで､公共施設の生涯に必要となる

コストの合計額のこと。トータルコストともいう。 

■劣化度 

本計画では、簡易劣化度診断の結果に基づき、建物や設備の状態をＡ（概ね良好）～

Ｄ（早急に対応が必要）の 4 段階で評価している。 

■老朽化度 

本計画では、建物の耐用年数（法定耐用年数）に対する建築後の経過年数の割合を示

す。経過年数が耐用年数を超えている建物は老朽化度を 100％としている。 
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